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１ ． 当 期 の 事 業 の 概 況 

 

当事業年度におけるわが国経済は、輸出の増加や経済対策効果による個人消費を中心に

持ち直しの動きが見られたものの、設備の過剰感は払拭されず、失業率が高水準で推移す

るなど、厳しい状況が続きました。 

情報通信分野においては、ＩＰ化・ブロードバンド化の進展に伴うネット利用の普及に

加え、通信と放送、固定と移動の融合や、ＳａａＳ（※1）、クラウドコンピューティング（※

2）、ＣＧＭ（※3）等ネットを活用した新たなサービスの拡大等により、ダイナミックな構

造変化が進展しています。 

ブロードバンドサービス市場においては、光アクセスサービスでの設備競争及びサービ

ス競争の進展に加え、映像配信も含めたトリプルプレイ提供の拡大、ＰＣ以外の情報機器

等を活用した新たなサービスの登場など、市場環境が大きく変化しています。一方、電話

市場においても、既存固定電話から光ＩＰ電話への移行に加え、他事業者によるドライカ

ッパ回線を利用した直収電話サービスやＣＡＴＶ事業者による電話サービスとの競争が続

いています。 

当社は、このような厳しくかつ激変する事業環境のもと、お客様のご期待に沿い、真に

世の中のお役に立てる「お客様志向の企業グループ」として、良質かつ安定的なユニバー

サルサービスの提供・維持に努めるとともに、平成 20 年 5 月に日本電信電話株式会社が策

定したＮＴＴグループの新たな中期経営戦略「サービス創造グループを目指して」の実現

に向け、ＮＧＮ（※4）の構築とそのネットワークを活用した新しいサービス・商品提供を

通じて、お客様のニーズにあった安心・安全で信頼性の高い魅力的なブロードバンドサー

ビスの普及・拡大に積極的に努めてきました。 

 

〈1〉光・ＩＰ系サービス推進に向けた取り組み 

ＮＴＴグループ中期経営戦略「サービス創造グループを目指して」の具現化に向け、「フ

レッツ光」（※5）のエリアカバー率（※6）は 80％以上にまで拡大し、更にＮＧＮを活用し

た、光アクセスサービス「フレッツ 光ネクスト」については、提供エリアを概ねフレッツ

光提供エリアの約 8割にまで拡大しました。 

「フレッツ光」については、契約数を伸ばして 570 万契約を突破し、そのうち「フレッ

ツ 光ネクスト」の契約数は 56 万契約を突破、ＮＧＮを活用した大規模ユーザ向けＶＰＮ

型サービス「ビジネスイーサ ワイド」についても、契約数を伸ばしております。更に、強

固なセキュリティの実現に向け、「フレッツ・キャスト」ご契約者向けに「回線情報通知機

能」を提供開始するとともに、大規模事業所向けに「フレッツ 光ネクスト」に対応した、

光ＩＰ電話サービス「ひかり電話オフィスＡ（エース）」を提供開始するなど、サービスの

拡充にも取り組みました。 

引き続き、広帯域・高品質・高セキュリティ等のＮＧＮの特長を活かした利便性の高い

新サービスの開発・提供など、ＮＧＮの魅力を更に向上させ、豊かなコミュニケーション

環境の創造や新たなビジネス機会の創出を目指した取り組みを推進してまいります。 

また、「フレッツ光」の利用拡大の取り組みとして、月額利用料や工事費等の各種割引施

策に加え、「ＣＬＵＢ ＮＴＴ－ＷＥＳＴ」（※7）ポイントプログラムの見直し、同会員向

けＷｅｂサイトにおけるインターネット活用支援情報の充実など、お客様に継続してご利

用いただくための様々な取り組みを強化するとともに、株式会社オプティキャスト様との
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協業による「フレッツ・テレビ」（※8）の提供エリアの拡大、任天堂株式会社様との協業に

よる「Ｗｉｉ/ニンテンドーＤＳｉ接続設定パック」の提供、シナジーマーケティング株式

会社様との協業による安心で高品質なＳａａＳ型の統合顧客管理システム「Ｓｙｎｅｒｇ

ｙ！ ｏｎ フレッツ」の提供開始など、幅広い分野の事業者との連携を図りました。 

更には、「フレッツ光」による便利で安心・快適な生活を提案する情報機器の「光ＬＩＮ

Ｋ（リンク）」シリーズとして、リビングＰＣ「光ＢＯＸ」を提供開始するなど、利用シー

ンの拡充、付加価値の高いサービスの普及・拡大に努めました。 

お客様サービスの向上に向けては、工事日即決の推進や、無派遣工事の推進などにより、

光アクセスサービスの開通納期短縮に継続的に取り組みました。また、ＮＴＴ西日本－ホ

ームテクノ 6 社及びシャープ株式会社様等と、情報家電等の故障やトラブル時における、

お客様サポートの連携（ワンストップ化）について相互協力体制を構築することで合意し

ました。更には、中小事業所（オフィスユーザ）における事業所内のＬＡＮ配線や、ネッ

トワーク機器のシステム運用・管理及びトラブル等に関する社内のＩＣＴ（※9）環境の運

用管理をトータルサポートする、「オフィスネットおまかせサポートサービス」の提供を

開始するとともに、ホーム市場においても、ＩＰ－ＴＶや地デジ対応、家庭用ゲーム機等

のネットワークに繋がる様々な機器の設定やトラブルに対してトータルサポートする「ホ

ームネットおまかせサポートサービス」のトライアルを開始いたしました。 

 

〈2〉ソリューションビジネスの取り組み 

大規模事業所向けの取り組みとしては、自治体・防災・警察・消防・教育・農業・金融・

医療等の分野に対し、業界の特性や動向を踏まえた業界特化型のソリューションを中心に、

ＩＣＴをより活用して地域のお客様に喜んでいただけるよう、効率的かつ効果的な営業活

動を展開しました。 

特に、業務効率化やコスト削減などのニーズを捉え、株式会社エヌ・ティ・ティ マーケ

ティング アクトと連携してコンタクトセンタビジネスを積極的に推進した結果、食品会社

の通販部門受注センタシステム更改、地方銀行テレホンバンキングシステム更改、大手生

協問い合わせセンタ受付、自動車税の督促、定額給付金問い合わせ、確定申告問い合わせ

受付などにおける運営業務及び関連システムを受注し、収益拡大に努めました。 

データセンタビジネスについては、クラウドコンピューティングの本格普及にむけて、

大阪エリアにおいて新たな都市型データセンタの開設を進めるとともに、従来の高い信頼

性に加えて、迅速性と柔軟性を兼ね備えたサービス展開の推進などデータセンタサービス

の高付加価値化に取り組みました。 

また、企業向けＶＰＮサービス「フレッツ・ＶＰＮ ゲート」については、従来の１０Ｍ

品目、１００Ｍ品目、１Ｇ品目に加え、１０Ｇ品目を加えるとともに、アクセス回線とし

て「フレッツ 光ネクスト ビジネスタイプ」も対応可能となり、サービスの拡充にも取り

組みました。 

更には、デジタル・ディバイドの解消及び地域のニーズに合わせたブロードバンドサー

ビス環境の提供に向け、各自治体と連携してブロードバンド環境整備に積極的に取り組み

ました。 

新たなサービスの提供の取り組みとしては、中堅・中小事業所向けの光ＩＰ電話サービ

ス「ひかり電話オフィスタイプ」等において通話料定額サービス「グループ通話定額」、中

堅企業の情報セキュリティ対策を診断し改善策をご提案する「情報セキュリティセレクト

診断サービス」、ソフト会社様が「フレッツ光」等を介してご利用者にパッケージソフトを
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配信する「フレッツ・ソフト配信サービス」、「フレッツ・キャスト」「フレッツ・ソフト配

信サービス」のご契約者様向けにサービス利用者に対する有料情報サービス利用料の課

金・回収を代行する「フレッツ・まとめて支払い」を提供開始いたしました。 

 

〈3〉事業運営体制の状況等 

工事会社も含めたＢＰＲ（※10）やシステム改善にも積極的に取り組み、「フレッツ光」

受付オーダ処理時間の短縮に取り組むなど、一層の経営の効率化による経営基盤の安定・

強化を図り、経営環境の変化に即応した弾力的な事業運営に努めました。 

また、光プロフェッショナル人材の充実に向けた育成体系の整備と実践的な研修の成果

として、当初目標であった「2010 年度末までに約 2,400 名の高度ＩＰ技術者育成」の目標

を 9月末に達成するなど、高度ＩＰ技術者の早期育成によりＮＧＮサービスの安定的維持

へ向けた体制作りを更に推進いたしました。 

昨秋、弊社グループ会社の社員が、一部の販売代理店に対して、お客様がご利用されて

いるサービス情報を不適切に提供したことが判明し、総務省から平成 22 年 2 月 4 日に電

気通信事業法第 29 条に基づく業務改善命令等を受け、同 26 日に総務省に業務改善計画等

を提出いたしました。お客様や関係各位にご心配、ご迷惑をおかけしましたことについて、

深くお詫び申し上げます。 

今回の業務改善命令等を厳粛に受け止め、業務改善計画などを着実に実施し、お客様情

報や他事業者様情報等の管理及び適正な取扱いの強化・徹底に努めていくことはもとより、

本年 4月より、この取り組みを強化するため、「情報セキュリティ推進部」を新たに設置し、

情報セキュリティに関わる全体方針の策定や規程類の整備・検証、及び監査・点検の充実・

強化など、ＮＴＴ西日本グループにおける情報セキュリティの横断的なマネジメントを実

施することとしました。 

 

〈4〉ＣＳＲの推進に向けた取り組み 

情報通信サービスの提供を通じて、地球環境に優しく、社会の健全で持続的な発展に寄

与していくことを企業の社会的責任と考え、ＣＳＲ活動をＮＴＴ西日本グループにおける

事業運営の重要な柱の一つとして位置づけ、「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」（平成 18 年 6

月制定）を基本に、法令等遵守や低炭素社会に向けた取り組みはもとより、安心・安全な

通信インフラの提供による信頼の維持・向上に努めました。 

とりわけ、低炭素社会に向けた取り組みとしては、お客様への情報通信サービスのご利

用による環境負荷低減のご提案や、省エネ型ネットワーク設備への更改などの取り組みに

加え、太陽光発電を中心とした自然エネルギーの活用をＮＴＴグループ全体で推進してい

く「グリーンＮＴＴ」（※11）としてＮＴＴ西日本の第一号となる太陽光発電システムの本

格運用を高知支店において開始したほか、ＮＴＴ西日本神戸中央ビルなどにおいて、オフ

ィス環境にＮＧＮ対応シンクライアント（※12）を導入し、「ワークスタイルの変革による

エコオフィス化」、及び「システムの省電力化によるエコオフィス化」についてトライアル

を実施するなど、環境負荷逓減に向けて取り組みました。加えて、ネットワーク通信設備

の省電力化に向けた検証用マシンルームにて、アイルキャッピング（※13）の適用による空

調効率の評価・検証等を開始しました。 

また、多様な人材の活用及び多様な働き方の推進の一環として、障がい者の就労意欲の

高まり、社会的な就労機会創出の要請に対応し、平成 21 年 7 月に株式会社ＮＴＴ西日本ル

セントを設立、9月より営業を開始し、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づく「特
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例子会社」として厚生労働大臣の認定を取得し、12 月に大阪東公共職業安定所長より認定

証の交付を受けました。また、危機管理として、新型インフルエンザ対策の実施や災害時

の通信設備の早期復旧に向け、大規模災害を想定した陸上自衛隊との共同訓練等にも取り

組みました。 

これらＣＳＲの取り組みについて、ＮＴＴグループＣＳＲ憲章の理念を浸透させつつ、

グループ一体となったＣＳＲ活動の一層の推進や環境経営の強化に努めるとともに、「ＮＴ

Ｔ西日本グループＣＳＲ報告書２００９」を発行し、ステークホルダーへの情報開示にも

積極的に取り組みました。 

 

〈5〉営業収益等 

以上の取り組みの結果、営業収益は 1兆 7,808 億円（前年同期比 2.4％減）、経常利益

は 303 億円（前年同期比 55.4％増）、当期純利益は 248 億円（前年同期比 60.9％増）とな

りました。 

 

※1：Software as a Service の略。ネットワークを通じてアプリケーションソフトの機能を顧客の必要に応じて提供

する仕組み。 

※2：従来は手元のコンピュータで管理・利用していたソフトウェアやデータなどを、インターネットなどのネット

ワークを通じてサービスの形で必要に応じて利用する方式。 

※3：Consumer Generated Media の略。ブログやＳＮＳをはじめとした、消費者が自ら情報を発信することで作

られるインターネット上のメディア。 

※4：Next Generation Network の略。次世代ネットワーク。 

※5：「フレッツ 光ネクスト」、「フレッツ・光プレミアム」及び「Ｂフレッツ」の総称。 

※6：「フレッツ光」提供エリア内固定電話施設数／固定電話施設数。 

※7：インターネットの活用支援情報の提供、ネットのトラブルにメールと電話でお応えするサポートや、毎月ポ

イントを貯めて特典と交換もできる NTT 西日本の会員制プログラム。 

※8：ＮＴＴ西日本の提供する電気通信サービス「フレッツ 光ネクスト」または「フレッツ・光プレミアム」、「フレッ

ツ・テレビ伝送サービス」及び株式会社オプティキャストが提供する放送サービス「オプティキャスト施設利

用サービス」のご契約により、地上放送（デジタル／アナログ）とＢＳ放送（デジタル／アナログ）等が受信

できるようになるサービス。 

※9：Information and Communication Technology の略。情報通信技術を表す言葉。 

※10：Business Process Reengineering の略。企業活動に関するある目標(売上高、収益率など)を設定し、それ

を達成するために業務内容や業務の流れ、組織構造を分析、最適化すること。 

※11：NTT グループの事業活動における CO2 排出量削減に向けた、ソーラーシステムを中心とした自然エネ

ルギーの発電・利用を促進する施策。 

※12：内部に記憶装置を持たず、表示や入力など最低限の機能のみを保有する端末、またはそのような端末

を利用するシステム。 

※13：マシンルームのラック間通路部分に扉や屋根を設置し、ネットワーク通信機器の吸気側と排気側を分離

して封じ込める（キャッピング）気流設計方式。  

 



(単位　百万円)

資産の部

　固定資産 　

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 ５１７，６６３ ５２１，０７５ ３，４１１

　　　　空中線設備 ９，６９４ ８，４６６ △ １，２２８

　　　　端末設備 ２１，０５８ ２０，８１３ △ ２４５

　　　　市内線路設備 ８２５，４８４ ８３８，８４３ １３，３５９

　　　　市外線路設備 ４，２１９ ３，５５１ △ ６６７

　　　　土木設備 ５９０，２５３ ５８６，８０２ △ ３，４５１

　　　　海底線設備 ３，３０６ ２，３９６ △ ９１０

　　　　建物 ４６４，１２７ ４３２，４４１ △ ３１，６８５

　　　　構築物 １６，２５３ １５，４３６ △ ８１７

　　　　機械及び装置 １，４７８ １，２３０ △ ２４８

　　　　車両及び船舶 ２２５ ２２８ ２

　　　　工具、器具及び備品 ３８，７７１ ３５，５７０ △ ３，２００

　　　　土地 １８１，２９５ １７８，８９６ △ ２，３９８

　　　　リース資産 ５，１４９ ５，０７６ △ ７２

　　　　建設仮勘定 ２８，２５４ ３２，５７４ ４，３１９

　　　　有形固定資産合計 ２，７０７，２３７ ２，６８３，４０３ △ ２３，８３４

　　　無形固定資産 ９５，９７６ ９６，６８８ ７１２

　　　電気通信事業固定資産合計 ２，８０３，２１３ ２，７８０，０９１ △ ２３，１２１

　　　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 ４，７８７ ３，９４４ △ ８４３

　　　　関係会社株式 ４５，２０５ ４３，９８１ △ １，２２４

　　　　出資金 ２ ２ △ ０

　　　　長期前払費用 ３，０３７ ３，０２６ △ １１

　　　　繰延税金資産 １４９，３７３ １４５，９５３ △ ３，４１９

　　　　その他の投資及びその他の資産 ８，５９６ ８，１１３ △ ４８２

　　　　貸倒引当金 △ ５６６ △ ５１６ ５０

　　　　投資その他の資産合計 ２１０，４３６ ２０４，５０５ △ ５，９３０

　　固定資産合計 ３，０１３，６５０ ２，９８４，５９７ △ ２９，０５２

　流動資産

　　現金及び預金 １０５，０１９ １２４，０６５ １９，０４６

　　受取手形 ３９ １７ △ ２１

　　売掛金 ２８２，１９２ ２８０，９４６ △ １，２４５

　　未収入金 １８，９５９ １４，８１１ △ ４，１４７

　　有価証券 － ６ ６

　　貯蔵品 ２７，９１２ ２４，１０２ △ ３，８１０

　　前渡金 ２，４３６ １，６５５ △ ７８０

　　前払費用 ５，９３７ ５，８４３ △ ９４

　　繰延税金資産 ４，０４８ ３，６９１ △ ３５７

　　その他の流動資産 １６，３３６ ２０，１４１ ３，８０４

　　貸倒引当金 △ ２，１３０ △ ２，３９９ △ ２６８

　　流動資産合計 ４６０，７５１ ４７２，８８２ １２，１３０

　資産合計 ３，４７４，４０１ ３，４５７，４７９ △ １６，９２１

 ２．比較貸借対照表 

（平成21年３月31日） （平成22年３月31日）
科 目

第 10 期 第 11 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 ９７７，６９８ ９６６，５２７ △ １１，１７０

　　リース債務 ８，４０９ ５，６０５ △ ２，８０３

　　退職給付引当金 ３０４，６９６ ２９６，００１ △ ８，６９５

　　未使用テレホンカード引当金 １２，３２０ １４，５６０ ２，２４０

　　その他の固定負債 １８，１７７ １２，４５５ △ ５，７２２

　　固定負債合計 １，３２１，３０２ １，２９５，１４９ △ ２６，１５２

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 １５８，３３３ １５１，１７０ △ ７，１６２

　　買掛金 ７８，９４０ ８４，５４６ ５，６０６

　　コマーシャル・ペーパー ５９，９９４ ５８，９９９ △ ９９４

　　短期借入金 ２５，０００ － △ ２５，０００

　　リース債務 ８０６ １，８９１ １，０８４

　　未払金 ２３３，５０７ ２３５，７２５ ２，２１７

　　未払費用 １８，５３９ １７，２５８ △ １，２８０

　　未払法人税等 ８９９ １，０９３ １９４

　　前受金 ５，８１７ ５，３８２ △ ４３４

　　預り金 ６８，８２５ ９４，３５９ ２５，５３４

　　前受収益 ７２ ９４ ２１

　　受注工事損失引当金 １７１ － △ １７１

　　その他の流動負債 ６，０３７ ４，１６７ △ １，８６９

　　流動負債合計 ６５６，９４４ ６５４，６９０ △ ２，２５３

　負債合計 １，９７８，２４６ １，９４９，８３９ △ ２８，４０６

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ３１２，０００ ３１２，０００ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

　　　資本剰余金合計 １，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金 １３，６８９ ２５，５２９ １１，８３９

　　　　繰越利益剰余金 １３，６８９ ２５，５２９ １１，８３９

　　　利益剰余金合計 １３，６８９ ２５，５２９ １１，８３９

　　株主資本合計 １，４９５，７４３ １，５０７，５８３ １１，８３９

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 ４１１ ５６ △ ３５５

　　評価・換算差額等合計 ４１１ ５６ △ ３５５

　純資産合計 １，４９６，１５５ １，５０７，６４０ １１，４８４

負債・純資産合計 ３，４７４，４０１ ３，４５７，４７９ △ １６，９２１

科 目
（平成21年３月31日） （平成22年３月31日）

第 10 期 第 11 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 １，６７０，００２ １，６２２，１６３ △ ４７，８３９

　営業費用

　　営業費 ４２８，０３０ ４１２，３９４ △ １５，６３６

　　運用費 １７，７６８ １６，２９５ △ １，４７２

　　施設保全費 ４４６，０４７ ４１５，６６４ △ ３０，３８２

　　共通費 ７２，９３３ ７４，１９９ １，２６６

　　管理費 ９７，４５９ １０１，５５１ ４，０９１

　　試験研究費 ５１，１１４ ５０，３８１ △ ７３３

　　減価償却費 ４００，０８２ ３８１，７５３ △ １８，３２９

　　固定資産除却費 ４２，７００ ４２，８６３ １６３

　　通信設備使用料 ３３，８２９ ３５，７６７ １，９３７

　　租税公課 ６８，３３３ ６７，１２２ △ １，２１０

　　営業費用合計 １，６５８，２９９ １，５９７，９９３ △ ６０，３０６

　電気通信事業営業利益 １１，７０３ ２４，１６９ １２，４６６

附帯事業営業損益

　営業収益 １５４，３１８ １５８，６５８ ４，３３９

　営業費用 １５８，２５４ １６４，３５２ ６，０９７

　附帯事業営業損失（△） △ ３，９３５ △ ５，６９３ △ １，７５８

営業利益 ７，７６７ １８，４７５ １０，７０８

営業外収益

　受取利息 １４ ７ △ ７

　有価証券利息 １ １ ０

　受取配当金 ３，４３１ １，４３４ △ １，９９６

　物件貸付料 ４３，２６８ ４０，７３０ △ ２，５３７

　雑収入 ５，４２７ ８，９８８ ３，５６１

　営業外収益合計 ５２，１４３ ５１，１６３ △ ９８０

営業外費用

　支払利息 １９，５４０ １７，２２５ △ ２，３１４

　物件貸付費用 １６，３７８ １５，６９５ △ ６８２

　雑支出 ４，４７４ ６，３７９ １，９０５

　営業外費用合計 ４０，３９３ ３９，３００ △ １，０９２

経常利益 １９，５１８ ３０，３３８ １０，８２０

税引前当期純利益 １９，５１８ ３０，３３８ １０，８２０

法人税、住民税及び事業税 △ １，２４８ １，７４０ ２，９８９

法人税等調整額 ５，３２５ ３，７５３ △ １，５７１

当期純利益 １５，４４０ ２４，８４４ ９，４０３

第 10 期 第 11 期

増 減 （ △ ）
平成21年３月31日まで

 ３．比較損益計算書 

平成21年４月１日から平成20年４月１日から
平成22年３月31日まで
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前事業年度  （自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） （単位　百万円）

前期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 △ 1,751 △ 1,751 1,480,302 679 679 1,480,982

当期変動額          

剰余金の配当         - 

当期純利益    15,440 15,440 15,440   15,440

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      △ 267 △ 267 △ 267

当期変動額合計 - - - 15,440 15,440 15,440 △ 267 △ 267 15,173

当期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 13,689 13,689 1,495,743 411 411 1,496,155

当事業年度  （自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） （単位　百万円）

前期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 13,689 13,689 1,495,743 411 411 1,496,155

当期変動額          

剰余金の配当    △ 13,004 △ 13,004 △ 13,004   △ 13,004

当期純利益    24,844 24,844 24,844   24,844

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      △ 355 △ 355 △ 355

当期変動額合計 - - - 11,839 11,839 11,839 △ 355 △ 355 11,484

当期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 25,529 25,529 1,507,583 56 56 1,507,640

評価・換算差額等

その他
有価証券

評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金

株主資本

評価・換算
差額等
合計

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

株主資本

その他利益
剰余金

資本剰余金

 ４．株主資本等変動計算書 

資本金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金

利益剰余金

純資産
合計

評価・換算差額等
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(単位　百万円)

　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ８９６，４１３ ７９８，１６１ △ ９８，２５２ △ １１．０

（再）基本料 ６０５，６２２ ５５０，９８２ △ ５４，６３９ △ ９．０

（再）通話料 ９２，２９４ ７４，９４９ △ １７，３４４ △ １８．８

（再）相互接続通話料 １３０，６５８ １１０，５２７ △ ２０，１３０ △ １５．４

　ＩＰ系収入 ４６０，４４１ ５２５，５５８ ６５，１１７ １４．１

　専用収入（ＩＰ系除く） １４９，１２２ １４０，４２８ △ ８，６９３ △ ５．８

　電報収入 ２５，７９７ ２４，１９５ △ １，６０１ △ ６．２

　その他の電気通信事業収入 １３８，２２７ １３３，８１８ △ ４，４０９ △ ３．２

電気通信事業営業収益合計 １，６７０，００２ １，６２２，１６３ △ ４７，８３９ △ ２．９

附帯事業営業収益合計 １５４，３１８ １５８，６５８ ４，３３９ ２．８

営業収益合計 １，８２４，３２１ １，７８０，８２１ △ ４３，４９９ △ ２．４

科 目

第 11 期
増　減　額

（△）平成21年４月１日から
増　減　率

（％）

 ５．営業実績 

第 10 期

平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで 平成22年３月31日まで
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 １９，５１８ ３０，３３８ １０，８２０

　減価償却費 ４１２，８３４ ３９４，１９１ △ １８，６４２

　固定資産除却損 １８，９７１ ２０，９９７ ２，０２６

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 △ ３６，４８０ △ ８，６９５ ２７，７８５

　売上債権の増加（△）又は減少額 １１，２９６ ３，６７７ △ ７，６１９

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 △ ２，１５０ ３，８１０ ５，９６０

　仕入債務の増加又は減少（△）額 △ ２２，７９６ △ １，３３９ ２１，４５６

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 △ １，１９３ １，４９８ ２，６９１

　その他 ３２，２６１ ４５，２０２ １２，９４１

　小計 ４３２，２６０ ４８９，６８１ ５７，４２０

　利息及び配当金の受取額 ３，４４６ １，４４５ △ ２，００１

　利息の支払額 △ １９，９６９ △ １７，７６６ ２，２０２

　法人税等の受取又は支払（△）額 １６，８０５ ２，５７８ △ １４，２２６

　営業活動によるキャッシュ・フロー ４３２，５４３ ４７５，９３８ ４３，３９４

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ ３８０，６９７ △ ３８５，５７４ △ ４，８７７

　固定資産の売却による収入 １７，１５１ ２，４５６ △ １４，６９５

　投資有価証券等の取得による支出 △ ５３ △ ４２９ △ ３７６

　投資有価証券等の売却による収入 １７７ ４５０ ２７２

　その他 ２，７４５ ４９４ △ ２，２５１

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ３６０，６７５ △ ３８２，６０３ △ ２１，９２８

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入による収入 １１５，０００ １４０，０００ ２５，０００

　長期借入金の返済による支出 △ １７７，７２４ △ １５８，３３３ １９，３９１

　短期借入による増減（△）額 △ １５，００５ △ ２５，９９４ △ １０，９８８

　リース債務の返済による支出 △ ２７，５５８ △ ８，９５１ １８，６０６

　配当金の支払額 － △ １３，００４ △ １３，００４

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ １０５，２８８ △ ６６，２８３ ３９，００５

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 △ ３３，４２０ ２７，０５１ ６０，４７１

現金及び現金同等物の期首残高 １３９，８９１ １０６，４７０ △ ３３，４２０

現金及び現金同等物の期末残高 １０６，４７０ １３３，５２２ ２７，０５１

 ６．比較キャッシュ・フロー計算書 

科 目 平成20年４月１日から 平成21年４月１日から
平成21年３月31日まで 平成22年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 10 期 第 11 期
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７．役 員 の 異 動 

 

 

代表取締役予定者 

 

（１） 代表取締役社長予定者 

 

    代表取締役社長    大 竹  伸 一 

 

（２） 代表取締役副社長予定者 

 

      代表取締役副社長   伊 東  則 昭 

 

      代表取締役副社長   村 尾  和 俊 

 

 

（注） 役員の異動は、内容が定まったものについて記載しております。この他の異動については、 

内容が定まった時点で発表いたします。 

 

以  上 


